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子ども・子育てを取巻く現状 
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第２章 子ども・子育てを取巻く現状 

１ 社会的な状況 

（１）人口推移と推計 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

本市の総人口は、平成３１年１月１日時点では、２５７，８７９人です。 

国立社会保障・人口問題研究所による「日本の地域別将来推計人口（平成２９年

３月推計）」によれば、本市の人口は令和７年で約２４万７千人、令和１２年で約

２３万９千人にまで減少するとされています。また、年齢３区分別人口構成を見る

と、年少人口（１５歳未満）及び生産年齢人口（１５～６４歳）は減少し、一方老年

人口（６５歳以上）は増加し、少子高齢化の傾向が見込まれます。 

 

            【本市の人口の推移と見通し】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成２７年までは、総務省国勢調査から作成 

・令和２年から令和２７年までは、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成２９年 

３月推計）」から作成 

・令和３２年は、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成２９年３月推計）」 

における令和２７年時点の出生・死亡・移動の仮定を令和３２年まで延長して推計 
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資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

 

 

（２）子どもの人口の推移 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

本市の子どもの人口は、減少傾向にあります。 
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（人） 

11.584 11,392 11,271 11,051 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 
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（３）転入・転出者（０～４歳児）の推移 ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の子どもの人数は、実績及び推計ともに０歳から年齢が上がるとともに、増加

する傾向にあります。これは、０～４歳児の本市への転入者が転出者を上回っている

ことからもわかります。 

なお、平成２９年の増加数は、神奈川県内３３市町村の中で一番多い人数となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省・住民基本台帳人口移動報告 

（４）世帯構成の推移 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の世帯構成は、核家族世帯（夫婦のみの世帯、夫婦と未婚の子のみの世帯、ひ

とり親と未婚の子のみの世帯）の占める割合は減少傾向にありますが、単独世帯（世

帯員が一人だけの世帯）の占める割合は増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省・国勢調査 
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（５）女性の労働状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の女性の年齢別就業率は、出産・育児期に減少し、再び増加する緩やかなＭ字カ

ーブを描いています。また、女性の未婚・既婚別就業率を見ると、２０代～４0 代の既

婚の就業率が上昇傾向にあります。このような状況から、子どもがいる世帯において、

幼稚園・保育所等、多様な子育て支援の必要性が考えられます。 

 

                                 資料：総務省・国勢調査 

 
 

資料：総務省・国勢調査  
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（６）出生の動向 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の出生数・出生率は年々減少傾向にありますが、平成２7 年からは減少が緩やか

となってきました。また、合計特殊出生率※は平成２９年には増加に転じました。背景

には「平塚市総合計画～ひらつか NeXT（ネクスト）～」の重点施策の一つに「子ども

を産み育てやすい環境づくり」を掲げ、各種事業を実施した成果と考えられます。 

今後も子育て世代包括支援センター※「ひらつかネウボラルームはぐくみ」等で把握

する情報をもとに、若い年齢において子どもを産み育てることができるよう取組みを進

めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：神奈川県衛生統計年報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：神奈川県衛生統計年報 
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２ 母子保健の状況 

（１）出生時体重２,５００ｇ未満の出生割合の年次推移 ● ● ● ● ● ● ● 

本市の出生時体重２,５００ｇ未満（低出生体重児）の出生割合の年次推移を見る

と、昭和６０年から平成２２年にかけて、平均すると５年毎に１ポイント程度増加し

ていましたが、平成２２年をピークに減少傾向にあります。 

国、県と比較すると、年によって増減はあるものの平成２２年以外は低い値で推移

しています。２,５００g 未満は母体のやせ志向や喫煙歴など生活習慣との関連が示唆

されています。近年増加に歯止めがかかっているのは、妊娠前からの標準体重の維持

や禁煙などの生活習慣の大切さについての啓発の効果と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：神奈川県衛生統計年報（平塚市・神奈川県）、国民衛生の動向（国） 
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（２）３５歳以上の出産率の推移 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の３５歳以上の出産率の増加傾向は１０年前よりも緩やかになりました。３５歳

以上の妊娠・出産は、体力の回復に時間がかかりやすいことから、妊娠中からのフォロ

ーや、家事支援などの産後ケア事業の拡大が必要です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：神奈川県衛生統計年報 

（３）１９歳以下の出産率の推移 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の１９歳以下の出産率は、全体の 1～２％で推移しています。 

「望まない妊娠」の予防について積極的に取り組むとともに、学生の妊娠・出産

は、学業の中断につながりやすく、母子の生活の不安定さの大きな原因となるため、

復学へつなぐ対応を充実させる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：神奈川県衛生統計年報  
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（４）歯科保健の状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

① むし歯がない３歳児の割合 

本市の平成３０年度の３歳児でむし歯のない割合は８５．５％で、平成２９年度に

比べ１．２％減少しています。 

むし歯予防への関心は高まる一方、食習慣や生活習慣、親子の関わり等、むし歯の

発生原因も複雑化しており、ひき続き健全な口腔発育のための保護者への情報提供が

必要です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② むし歯が６本以上の３歳児の割合 

本市の３歳児１人で６本以上むし歯を保有している割合は、県と比較すると高い割合で 

すが、減少傾向です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：神奈川県母子保健報告集計、平塚市３歳児健康診査  

 

84

83.4

82.1

83.8

86.7

85.5

83.4

84.5
84.8

85.1

86.6

87.5

81.0

82.0

83.0

84.0

85.0

86.0

87.0

88.0

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
平塚市 神奈川県

資料：神奈川県母子保健報告集計、平塚市３歳児健康診査

 

18.4

15.4
15.8

13.9

16.3

12.9

15.4

14.8
15

13

14.5

12.6

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

18.0

19.0

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平塚市 神奈川県

（％） 

（％） 



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

13 

 

③ フッ化物（フッ素）の利用について 

むし歯予防に効果のあるフッ化物について、「フッ素塗布」、「フッ素入り歯みがき剤

の使用」、「フッ素液でうがい」という利用方法を知っている保護者の割合は、下記グラ

フのとおりです（複数回答有）。また、フッ化物の利用方法を知っていると回答した方の

うち、８０％以上がいずれかの方法を利用しているという結果も出ています。 

     平成３０年度は平成２５年度と同様、むし歯予防への関心は高い傾向にあります。乳

幼児期からのフッ化物の利用に関する情報提供や２歳児歯科健康診査でのフッ素体験塗

布等によるものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平塚市子育て支援に関するアンケート調査（平成２５年度、平成３０年度） 

 

④ むし歯がない中学校１年生の割合 

本市の中学校１年生でむし歯のない割合は、平成３０年度で７２．６％と増加傾向にあ

ります。小学校歯科巡回指導等での知識の普及やフッ化物の利用等、保護者の意識が高ま

っているものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：文部科学省学校保健統計調査、平塚市学校保健統計調査  
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⑤ 初期むし歯・歯肉に炎症のある中学校１年生の割合 

     本市の平成３０年度の状況は、初期むし歯がある子どもの割合は１３．７％、歯肉に

炎症のある子どもの割合は２４．４％と、むし歯や歯周病の予備軍は横ばいとなってい

ます。特に歯周病は成人期につながる健康課題のひとつであり、予防のための知識や自

分にあったセルフケアの習得や適切な歯科保健指導が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平塚市学校保健統計調査 
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（５）朝食の摂取状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

① 小学校５年生の朝食の摂取状況 

本市では、国や県と比較すると朝食を毎日食べる割合が低い状況です。朝食を食べる大切

さについて、保護者や児童に対して引き続き普及・啓発の必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成３０年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査 
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② 朝食を毎日食べる小学校５年生の割合 

本市の朝食を毎日食べる小学校５年生は、男女とも５年間でかなり減少しています。社会 

情勢や家庭環境の変化などが要因の一つと推測されますが、朝食を毎日食べることの大切さ

について、普及・啓発が必要な状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

 

③ 朝食を毎日食べる５歳児の割合 

本市の朝食を毎日食べる５歳児は、平成２７年度からわずかに減少してきていま

す。朝食を毎日食べる大切さについて、早いうちから保護者に対して普及・啓発が必

要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平塚市５歳児生活実態調査 
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（６）２２時までに就寝する幼児の割合 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① １歳６か月児、３歳児 

平成２７年度と平成３0年度の割合を比較すると、１歳６か月児は９０％以上を維

持しておりますが、減少傾向にあります。２２時までに就寝する割合について９０％

以上を保つことを目標に、引き続き取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平塚市健康増進計画 

 

② ５歳児 

５歳児の状況は横ばい傾向です。２２時までに就寝する５歳児は、保育園児に比べ

幼稚園児の方が高く、また、休日に比べ登園日の方の割合が高いです。 

親のライフスタイルが子どもの就寝時間に大きく影響していることが考えられるた

め、引き続き巡回教室等で早寝早起きの大切さを周知していく必要があります。        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平塚市５歳児生活実態調査   
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（７）２時間以上外遊びをする幼児の割合 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●   

本市の状況を見ると、１歳６か月児、３歳児ともに年度によって増減はありますが、

平成２８年度をピークにそれぞれ横ばいが続いています。習い事や室内遊びの増加のほ

か、猛暑等の気候による影響が考えられます。引き続き熱中症予防も考慮しながら、外

遊びを推奨していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：平塚市健康増進計画 
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（８）スマート・フォン、タブレットを使用する割合 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●   

本市の幼児（１歳６か月、３歳、５歳）が一日２時間以上スマート・フォン、タブレット

を使用する割合は、いずれの年代においても増加しています。背景の一つとして、国内の世

帯におけるスマート・フォンの著しい普及が考えられます（平成２２年９．７％、平成２９

年７５．１％ 出典：総務省「平成３０年度版情報通信白書」）。親が所有することで、子

どもが関心を抱いたり、子どもに使わせる回数が増加したりしていると思われます。一方、

スマート・フォン等の使用時間が増えますと、人とのコミュニケーションが減少し、言語や

情緒の発達に影響を及ぼすおそれがあると考えられるため、適正な利用を指導する必要があ

ります。 

① １歳６か月児、３歳児 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平塚市１歳６か月児、３歳児健康診査 

 

② ５歳児 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平塚市５歳児生活実態調査  
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（９）テレビ、ＤＶＤの視聴状況● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

テレビ・ＤＶＤを２時間以上視聴している幼児の傾向として、１歳６か月児は微増してい

ますが、３歳児は減少傾向にあります。 

５歳児は、年度によって増減はあるものの平成２５年度と平成３１年度を比べるとわずか

に減少しています。スマート・フォン等の使用時間は増加傾向にあるため、これらの使用時

間と合わせて推移を見ていく必要があります。 

① １歳６か月児、３歳児 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平塚市１歳６か月児、３歳児健康診査 

 
② ５歳児（休日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平塚市５歳児生活実態調査 
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（１０）肥満傾向児・痩身傾向児(やせ)の出現率 ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●   

本市の肥満傾向児（軽度肥満以上）の割合は、小学校５年生男子、中学校２年生男子・女

子で増加しています。一方、小学校５年生女子は減少しており、朝食を摂らない習慣（１６

ページを参照）も少なからず影響しているものと考えられます。また、痩身傾向児（やせ）

の割合は、小学校５年生男子及び中学校２年生女子では減少していますが、全国における割

合を上回っています。 

引き続き、幼児期からの生活習慣病対策に力を入れるとともに、学童期や思春期以降も、

子どもも保護者もともに適切な生活習慣を心掛ける意識を持ち続けるよう取り組んでいく

必要があります。 
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資料：全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

① 小学校５年生男子 

② 小学校５年生女子 
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④ 中学校２年生女子 

③ 中学校２年生男子 
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３ 児童の状況 

（１）保育所・幼稚園の在籍状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

保育所の 0歳児の在籍は減少傾向にありますが、保育所の 1 歳児以上の利用や幼稚

園の利用は増加傾向にあります。申込状況を考慮し、施設整備の必要性を検討します。 

 
 

資料：庁内資料（保育所：各年４月１日、幼稚園：各年５月１日現在） 

 

（２）待機児童数の推移 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の待機児童数は、平成２７年、２８年と２年連続０人でした。女性の就業率の

向上や０～４歳の子どもの転入増により、２９年以降は待機児童が発生している状況

です。今後も待機児童ゼロに向けた取組みを進めます。 

 

資料：庁内資料（各年４月１日現在） 
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４ アンケートから見られる現状 

（１）お子さんと保護者の状況について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①子どもをみてもらえる親族・知人 

・「緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえ

る」との回答が高くなっていま

す。子育てには、家族のみなら

ず、親族や友人・知人の存在も

重要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②母親と父親の就労状況 

・「以前は就労していたが、現在

は就労していない」母親が多い

状況です。妊娠・出産を契機に

退職し、育児・家事に専念して

いることが考えられます。一

方、就労している場合は、産

休・育休を経て就労している方

と、子どもが成長してきてから

就労している方がいることが推

測されます。 

・父親は、「フルタイムで就労し

ている」割合が高くなっていま

す。 

 

【母親と父親の就労状況（就学前児童調査）】 

 

【子どもをみてもらえる親族・知人（就学前児童調査）】 

 

全有効回答数：1,349 件 
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全有効回答数：1,349 件 

29.6%

58.5%

2.0%

14.6%

13.0%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族
にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がい

る

緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもら
える友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

19.3%

11.5%

22.2%

2.4%

37.7%

3.0%

3.9%

89.8%

0.7%

0.1%

0.0%

0.7%

0.1%

8.6%

0% 50% 100%

フルタイム（１週５日程度・１日８時
間程度の就労）で就労しており、産

休・育休・介護休業中ではない

フルタイム（１週５日程度・１日８時

間程度の就労）で就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等（「フルタイム」

以外の就労）で就労しており、産
休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等（「フルタイム」
以外の就労）で就労しているが、産
休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就
労していない

これまで就労したことがない

無回答
母親

父親
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（２）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ●  

①平日利用している教育・保育事業 

・幼稚園や保育所等の「定期的

な教育・保育の事業」を利用

している割合は全体で６２.

６％ 

（８４５件／１,３４９件）と

なっています。 

・認可保育所、幼稚園、認定こ

ども園の利用が高い結果か

ら、これらの施設の需要が高

いことが分かります。 
 

 

 

 

 

 

 

  

【平日利用している教育・保育事業（就学前児童調査）】 

 

≪対象となる回答≫ 

平日の定期的な教育・保育

の事業を「利用している」

と回答した方：845 件 

40.0%

10.3%

43.9%

11.7%

0.0

0.4%

1.7%

0.7%

0.7%

0.7%

0.0

0.9%

2.2%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

幼稚園（幼稚園で、通常の教育時間の利用）

幼稚園の預かり保育（幼稚園で、通常の教育時間の開始前や終
業後の夕方まで預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認可保育所（国が定める基準に適合した施設で、都道府県等の
認可を受けた定員２０人以上の施設）

認定こども園（幼稚園と保育機能施設を併せ持つ施設）

家庭的保育（５人以下の子どもを保育者の居宅等で保育）

小規模保育事業施設（国が定める基準に適合した施設で、市町

村の認可を受けた定員６～１９人の施設）

事業所内保育施設（企業や病院等に設置され、事業者の従業員
の子どもを保育する施設）

自治体の認証・認定保育施設（認可保育所ではないが、自治体
が認証・認定した施設）

企業主導型保育施設（企業が設置し、従業員の子どもや地域の
子どもを保育する施設）

その他の認可外の保育施設（上記以外の保育施設）

居宅訪問型保育（ベビーシッターのように、保育者が子どもの居
宅で保育）

ファミリー・サポート・センター（地域住民（支援会員）による子ども
の預かり）

その他

無回答
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②平日利用したい教育・保育事業 

・現在、利用している、利用し

ていないにかかわらず、子ど

もの平日の教育・保育の事業

として、「定期的に」利用し

たいと考える事業について

は、「幼稚園」、「認可保育

所」、「幼稚園の預かり保

育」となっています。 

・他の施設・事業も選択されて

いますので、各家庭の生活ス

タイルに合ったものを利用し

たいと考えていることがうか

がえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平日利用したい教育・保育事業（就学前児童調査）】 

 

有効回答数：1,298 件 

（複数回答可） 

54.8%

37.2%

45.8%

29.4%

1.4%

3.5%

5.6%

2.8%

4.1%

0.7%

2.9%

6.5%

1.2%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

幼稚園（幼稚園で、通常の教育時間の利用）

幼稚園の預かり保育（幼稚園で、通常の教育時間の開始前や終
業後の夕方まで預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認可保育所（国が定める基準に適合した施設で、都道府県等の
認可を受けた定員２０人以上の施設）

認定こども園（幼稚園と保育機能施設を併せ持つ施設）

家庭的保育（５人以下の子どもを保育者の居宅等で保育）

小規模保育事業施設（国が定める基準に適合した施設で、市町
村の認可を受けた定員６～１９人の施設）

事業所内保育施設（企業や病院等に設置され、事業者の従業員
の子どもを保育する施設）

自治体の認証・認定保育施設（認可保育所ではないが、自治体
が認証・認定した施設）

企業主導型保育施設（企業が設置し、従業員の子どもや地域の
子どもを保育する施設）

その他の認可外の保育施設（上記以外の保育施設）

居宅訪問型保育（ベビーシッターのように、保育者が子どもの居
宅で保育）

ファミリー・サポート・センター（地域住民（支援会員）による子ども
の預かり）

その他

無回答
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（３）一時預かり等の短時間サービスについて ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①病気やけがで普段利用している事業が利用できなかったこと、その主な対処方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１年間に、子どもが病気やケガで通常の事業が利用できなかったことが「あった」

との回答が８０％弱となっています。 

・対処方法として、母親が子どもを見る割合が高くなっています。また、「就労して

いない方が子どもをみた」という回答もありますが、依然として母親が対応するこ

とが多いと推測されます。 

・祖父母等の親族や知人にみてもらったとの回答もあり、子育てには周りの理解と協 

力も大切です。 

 

 

 

  

【 主な対処方法（就学前児童調査）】 

 

【 通常の事業が利用できなかったことの有無 

（就学前児童調査）】 

 

≪対象となる回答≫ 

平日の定期的な教育・保育の事業を「利用し

ている」と回答した方：845 件 

78.2%

20.0%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あった

なかった

無回答

61.7%

22.7%

39.0%

30.1%

1.1%

0.3%

0.3%

1.4%

1.2%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親が仕事を休んだ

父親が仕事を休んだ

母親または父親のうち就労していない方が子ど

もをみた

同居を含む祖父母等の親族・知人に子どもをみ

てもらった

病児・病後児の保育を利用した

ベビーシッターを利用した

ファミリー・サポート・センターを利用した

子どもだけで留守番をさせた

その他

無回答

≪対象となる回答≫ 

普段利用している教育・保育の事

業を利用できないことが「あった」

と回答した方：661 件 
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②不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・７０％以上が利用した事業はないと回答しており、特に利用する必要がないという 

理由が多くなっています。利用する必要がない理由には、母親や父親、祖父母等の親

族に子どもをみてもらっていることが考えられます。 

   ・一方で幼稚園の預かり保育など不定期に利用できる施設の必要性もうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用（就学前児童調査）】 

 

全有効回答数：1,349 件 

（不定期に利用した事業

がある方は複数回答可） 

 

 

8.1%

13.4%

1.0%

0.1%

0.4%

0.4%

74.9%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

一時預かり（私用等理由を問わずに、保育所等で子どもを一

時的に保育する事業で、不定期に利用する場合のみ）

幼稚園の預かり保育（通常の教育時間以外に子どもを預か

る事業で不定期に利用する場合のみ）

ファミリー・サポート・センター（地域住民（支援会員）による

子どもの預かり）

夜間養護等事業：トワイライトステイ（児童養護施設等で、夜

間・休日子どもを保護する事業）

居宅訪問型保育（ベビーシッター）

その他

利用した事業はない

無回答
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（４）育児休業の取得について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

①育児休業の取得状況と、育児休業の取得日数 

 

 

 

 

 

 

 

・育児休業の取得状況について、母親は「働いていなかった」、父親は「取得してい

ない」という回答の割合がそれぞれ高くなっています。 

・育児休業の取得（予定）日数は、母親は「6 か月超～1 年」、次いで「1 年超～1

年 6 か月」の回答が多く、保育所 1 歳児クラスの入所希望が多いことが推測されま

す。父親は「3 か月まで」の回答が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

 

2.3%

6.0%

45.2%

26.2%

6.8%

7.4%

1.4%

4.7%

82.5%

5.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

12.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

３か月まで

３か月超～６か月

６か月超～１年

１年超～１年６か月

１年６か月超～２年

２年超～３年

３年超

無回答

母親

父親

【 育児休業の取得(予定)日数（就学前児童調査）】 

 

【 育児休業の取得状況（就学前児童調査）】 

 

≪対象となる回答≫ 

育児休業を「取得した」、「取得

中である」と回答した方 

：母親・485 件、父親・40 件 

52.0%

26.6%

9.3%

8.5%

3.6%

0.7%

3.0%

0.0%

85.9%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

働いていなかった

取得した

取得中である

取得していない

無回答 母親

父親

全有効回答数：1,349 件 
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②取得していない理由 

 

【 育児休業を取得していない理由（就学前児童調査）】 

                           単位：％ 

 件 
 

数 

職
場
に
育
児
休
業
を
取
り
に
く
い
雰
囲
気
が
あ
っ
た 

仕
事
が
忙
し
か
っ
た 

昇
給
・
昇
格
等
に
影
響
が
あ
り
そ
う
だ
っ
た 

収
入
減
と
な
り
、
経
済
的
に
苦
し
く
な
る 

配
偶
者
が
育
児
休
業
制
度
※

を
利
用
し
た 

配
偶
者
が
無
職
、
祖
父
母
等
の
親
族
に
み
て
も
ら
え
る

等
、
制
度
を
利
用
す
る
必
要
が
な
か
っ
た 

職
場
に
育
児
休
業
の
制
度
が
な
か
っ
た
（
就
業
規
則

に
定
め
が
な
か
っ
た
） 

そ
の
他 

無
回
答 

母親 114 19.3 12.3 0.0 14.0 2.6 10.5 31.6 29.8 9.6 

父親 1,159 23.0 25.2 10.9 20.9 21.8 43.5 16.7 4.1 14.6 

 

 

 

 

・育児休業を取得していない方の理由について、母親は「職場に育児休業の制度がな

かった（就業規則に定めがなかった）」、次いで「職場に育児休業を取りにくい雰

囲気があった」となっており、育児休業の取得には、職場環境に課題があるようで

す。 

・父親は「配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえる等、制度を利用する必要が

なかった」、次いで「仕事が忙しかった」、「職場に育児休業を取りにくい雰囲気

があった」となっており、職場環境を要因とした回答が上位にあり、依然として父

親の育児休業の取得が進んでいないことがうかがえます。 

 

 

 

 

≪対象となる回答≫ 

育児休業を「取得していない」と回答し

た方：母親・114 件、父親・1,159 件 

（複数回答可） 
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（５）地域の子育て支援事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①地域子育て支援拠点事業の利用状況 

・地域子育て支援拠点事業（親

子が集まって過ごしたり、相

談をしたり、情報提供を受け

たりする場）を利用している

かについて、「利用していな

い」が最も高くなっていま

す。幼稚園や保育所等を利用

している家庭もアンケート対

象に含んでいるため、利用し

ていない割合が高くなったと

考えられます。 

 

 

 

 

 

 

②地域子育て支援拠点事業の利用希望 

・地域子育て支援拠点事業につ

いて、「新たに利用したり、

利用日数を増やしたいとは思

わない」が最も高くなってい

ます。①と同様の理由が考え

られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域子育て支援拠点事業の利用希望（就学前児童調査）】 

 

【地域子育て支援拠点事業の利用状況（就学前児童調査）】 

 

全有効回答数：1,349 件 

（複数回答可） 

20.2%

5.2%

76.2%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て支援センター、つどいの広場（もこも

こ、きりんのおうち、どれみ、ぽけっと、ここ
にくらす）

市で実施している類似の事業

利用していない

無回答

21.3%

10.6%

64.3%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用していないが、今後利用したい

すでに利用しているが、今後利用回数を増やしたい

新たに利用したり、利用回数を増やしたりしたいと
は思わない

無回答

全有効回答数：1,349 件 
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（６）小学校就学後の放課後（平日）の過ごさせ方について ● ● ● ● ● ● ● 

①低学年（１～３年生） 

・「自宅」、「習い事（ピアノ教

室、サッカークラブ、学習塾

等）」が高い割合です。 

・自宅とあるのは、家事や子育

てを希望する保護者の家庭や

子どもの下校までには保護者

が仕事から帰宅する家庭など

が考えられます。 

・放課後児童クラブやファミリ

ー・サポート・センターの希

望は、高学年よりも割合が高

くなっています。放課後の時

間に保護者が就労している家

庭では、大人の見守りが保護

者へ安心感を与えることがう

かがえます。 

 

②高学年（４～６年生） 

・「習い事（ピアノ教室、サッ

カークラブ、学習塾等）」、

「自宅」が高い割合です。 

・自宅や祖父母等の親族宅や友

人・知人宅で過ごす希望も低学

年よりも高い割合であり、高学

年になると行動範囲の広がりと

ともに、選択肢の幅も広がるも

のと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学校就学後の放課後の過ごさせ方の希望   

（就学前児童調査）】 

 

≪対象となる回答≫ 

低学年：1,291 件 

高学年：1,182 件 

（複数回答可） 

61.6%

26.0%

59.8%

17.3%

16.9%

43.9%

2.8%

23.4%

4.5%

67.9%

27.9%

70.0%

20.1%

18.1%

32.1%

2.1%

25.1%

14.1%

0% 50% 100%

自宅

祖父母等の親族宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学
習塾等）

子どもの家

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター事業にお
ける地域住民（支援会員）の自宅等

その他（公民館、公園等）

無回答
低学年

高学年
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５ 基本施策（市の取組み）実施状況の振り返り及び現状と課題 

平成２７年度からの５年間を期間とする「第１期平塚市子ども・子育て支援事業計画」

において、５つの基本目標を掲げ、各事業を展開してきました。 

さらに、平成２８年度には、「平塚市総合計画～ひらつか NeXT（ネクスト）～」の重

点施策として位置づけられている「子どもを産み育てやすい環境づくり」にかかわる各施

策を強力に進めるため、「子育て支援の強化・充実に向けた政策フレーム」を策定し、施策

間の横の連携と子どもの成長の時間軸を体系化し、各事業の充実・強化を図ってきました。 

また、計画の中間年となる平成２９年度には教育・保育及び地域子ども・子育て支援事

業の量の見込み並びに提供体制の確保の内容について見直すとともに、社会的課題となっ

ている子どもの貧困対策を本事業計画に位置づけました。 

計画の進行管理として、毎年、各事業の実施状況を把握・評価し、その結果を公表しま

した。 

ここでは、平成３０年度までの４年間の実施状況を基本目標別及び子どもの貧困対

策の視点で振り返るとともに、子ども・子育てを取巻く課題を整理しました。 

ここで挙げる振り返り及び現状と課題を、第 2期計画に掲げる基本目標の考え方や

実施する施策・事業に反映しています。 

 

 

基本目標１「ありがとう！自分のいのち・みんなのいのち」 

 

子どもたちが乳幼児や自然とふれあったりする中で、命の大切さを肌で実感するとと

もに、豊かな人間性を培うことができました。また、児童虐待の発生予防及び早期発見

への体制を充実するとともに、子どもの人権を尊重し、子ども自らが「いのちの大切

さ」を身につけることができる地域社会づくりを進めてきました。  

主な取組みとして、「自然体験等活動」や「自然観察等事業」を通して、自然環境や

生物とふれあい、関心を持つきっかけづくりができました。また、児童虐待が社会問題

となる中、「保護を必要とする子どもへの対策」として、児童虐待防止等ネットワーク

協議会活動において、児童相談所※など関係機関と連携を密にして、保護を必要とする

子どもへの対策の充実を図りました。さらに、「こころと命のサポート事業」では読み

聞かせを行い、保育所や幼稚園、小学校など幅広い年齢の子どもたちに「命の大切さ、

尊さ」を啓発しました。 

 

 

 

振り返り 
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命を尊び、相手を思いやる心は、子ども同士の集団生活を通して育まれるものです。この

ような心を育むよう、親がしっかりと子どもに向き合い、喜びを感じながら子育てができる

ように、家庭だけではなく地域を含めた社会全体で支援していくことが必要です。 

また、乳幼児期は子どもたちの成長に大きく影響を与えることから、人間形成の基礎づく

りに大変重要な時期となります。核家族化や地域のつながりの希薄化などの環境において、

保護者は子育ての負担や不安、孤立感が高まる状況にあります。このような状況では、子ど

もの健やかな成長を妨げ、児童虐待につながることが社会問題となっており、早急な対策が

必要です。 

［基本目標４２ページ、施策の方向・事業は４８ページ～］ 

 

 

基本目標２「たのしく！子育てを」 

 

子育て家庭の様々なニーズに応じられるように、関係機関、団体等と連携し、多様な

子育て支援サービスを提供してきました。また、子育てと仕事等が両立できるような職

場の意識改革の啓発や、子育て家庭への経済的支援を拡充してきました。 

主な取組みとして、「一時預かり事業」の実施や「ファミリー・サポート事業」の対

象児童の拡大などを行いました。「つどいの広場事業」では新たに２か所を開設し、よ

り身近な場所で子育てに関する相談や親子同士の交流が可能になりました。また、男女

がともに能力を発揮できる職場づくりに企業が積極的に取り組んでいただくよう「就労

環境の向上に向けた普及・啓発」に努めました。さらに、「小児医療費の助成」を段階

的に拡充しました。 

 

 

本市では保育所等の施設整備、各種保育サービスや経済的支援の実施等、子育て支援

の充実を図ってきました。しかし、依然として待機児童が解消されない状況が続いてお

り、保育サービスのニーズ量の増加や生活スタイルの多様化によって、様々な保育サー

ビスの必要性が問われてきました。 

そこで、待機児童の多い地区や低年齢層を中心に保育施設の整備を進め、様々な家庭

の状況に応じた子育て支援サービスを検討するとともに、母親と父親が仕事と子育てを

両立できるための意識改革や職場環境の改善を推進していくことが必要です。 

［基本目標４２ページ、施策の方向・事業は５４ページ～］ 

 

現状と課題 

振り返り 

現状と課題 
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基本目標３「のびのび！学んで」 

 

子ども一人一人の個性を伸ばしながら、豊かな人間性と生きる力を形成できるように

教育環境の向上を図りました。 

主な取組みとして、「幼・保・小・中連携の推進事業」においては、幼稚園、保育

所、小学校、中学校の連携の視点で、研究協議を行いました。また、「日本語指導協力

者派遣事業」では、日本語指導が必要な児童・生徒に対して、日本語や生活適応指導を

行い、「学校支援ボランティアの活用」では、学校の教育活動の充実や地域に開かれた

学校づくりのために、地域の方々の教育力を活用しました。さらに、「スクールカウン

セラー派遣事業」や「スクールソーシャルワーカー派遣事業」を実施し、子どもたちの

問題解決に向けて、小・中学校へ専門的知識のある人を派遣しました。 

 

 

子どもが他の子どもたちと関わりながら、遊び、学ぶことは豊かな人間性を育む上で

とても重要なことです。幼稚園、保育所、認定こども園等幼児期から小・中学校へ一貫

した教育を行うとともに、子どもに応じた教育を行っていくことが大切です。 

子どもたちが抱える悩みは多様化してきています。子ども自身が悩みごとを抱え込ま

ないように、相談対応できる体制を整えていくことが必要です。 

［基本目標４２ページ、施策の方向・事業は６５ページ～］ 

 

  

振り返り 

現状と課題 
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基本目標４「ほっと！安心のまちを」 

 

子育てに優しく、心豊かに生活できるまちづくりのため、交通安全や防犯の意識を高

めました。さらに、子育て家庭が安心してまちに出かけることができるようにまちのバ

リアフリー※化に努めました。 

主な取組みとして、子どもが安心・安全に登下校できるように「通学路合同点検事

業」、「通学路安全対策事業」を行いました。また、「安全対策の推進」として、公園

の点検・整備を行いました。歩道の段差解消として「歩道のバリアフリー化事業」を行

い、子育て家庭を含む歩行者にやさしい歩道づくりを進めました。 

 

 

親子ともに安心して暮らすためには、道路や交通の安全、犯罪から子どもを守る地域

の目、安全な遊び場の整備、歩道や公共交通のバリアフリー※化等の課題に取り組む必

要があります。 

今後も、子育てに優しく、心豊かに生活できる安心・安全な環境づくりを進めます。 

［基本目標４３ページ、施策の方向・事業は６９ページ～］ 

 

 

  

振り返り 

現状と課題 
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基本目標５「すこやかに！育って」（平塚市母子保健計画） 

 

妊娠期から育児期までの切れ目のない支援を実現するため、全妊婦に対して面接を行

い、妊娠・出産・子育てに関する悩みの相談対応や情報提供の充実を図ってきました。 

主な取組みとして、「妊産婦の相談の充実」では、妊娠期から育児期まで切れ目のな

い支援を実現するため、「ひらつかネウボラルームはぐくみ」を平成 29年 4 月に開

設し、母子健康手帳の交付時に全妊婦と面接を行いました。また、「訪問事業」では、

乳児家庭全戸訪問として、児の発育状況や母の育児不安等へ対応し、支援が必要な方に

は継続して訪問しました。さらに、「地域療育システム事業」では、障がい児や発達に

偏りのある子どもの発達を支援し、身近な地域で安心して生活できるよう医療・保健・

教育・地域・福祉等との連携を図りました。 

 

 

近年、子どもの少子化に伴い成育の中で子どもに関わった経験が無く、インターネッ

ト等で育児情報が溢れているため、必要以上に子育てに不安を抱える親が増えていま

す。しかしながら、本市における多くの親は、日常的な悩みを自身の配偶者等に相談し

ているようです。本市では、「ひらつかネウボラルームはぐくみ」を開設し、悩みを持

つすべての親に寄り添い、多岐にわたる個人的な悩み（妊娠・出産・子育て、就労時の

保育等）を一元的に相談できる体制を整えました。 

今後は、情報提供や支援システムの更なる充実を図り、子どもの健やかな成長のため

にヘルスリテラシー（健康情報を活用する能力）向上に取り組むことが必要です。 

また、子どもの発達等の相談は主にこども発達支援室で受け、子どもの状態に則した

支援を提供しています。親には子どもへの理解を深められるように支援し、関わり方に

ついて一緒に考えながら助言しています。今後も幼児期から学童期に切れ目のない支援

が継続できるように、はぐくみサポートファイルなどのツールの活用を図るとともに、

就学相談や学校巡回体制の充実など関係機関とのさらなる連携を図ることが必要です。 

 

・「はぐくみサポートファイル」は、発達に課題がある子どもをもつ保護者が、子どもの発達のあゆみとして記録すると 

ともに、支援機関等へのスムーズな情報提供をサポートするためのツールです。 

 
［基本目標４３ページ、施策の方向・事業は７４ページ～］ 

 

 

 

振り返り 

現状と課題 
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子どもの貧困に対する支援（子どもの貧困対策） 

 

貧困の連鎖を断つため、教育や経済的支援等の充実を図ってきました。 

主な取組みとして、「子ども学習支援委託事業」では、将来の自立に向けた高等学校

進学のため、生活保護世帯や生活困窮世帯の中学生を対象に学習支援を実施し、生活困

窮者に対する「生活困窮者自立支援事業」では、自立相談支援事業等を実施し、生活保

護に至る前の段階の自立支援策の強化を図りました。また、ひとり親世帯に対しては、

自立促進のため相談対応や自立支援給付金事業を実施するとともに、児童扶養手当の現

況届にあわせて相談窓口の案内を送付することで、届出と同日の相談につなげるなど、

充実を図ってきました。さらに、小・中学校の児童生徒には、「児童生徒就学援助事

業」及び「特別支援教育就学奨励事業」において、就学に要する費用の一部を助成しま

した。 

 

 

子どもの貧困世帯については、生活保護世帯や児童扶養手当を受給しているひとり親

世帯、就学援助を受給している世帯などが該当するものと考えており、窓口等での申請

時や相談時に、生活保護や生活困窮者自立支援制度、ひとり親世帯の支援など、世帯の

状態ごとに必要な支援を提供しています。また、地域住民による学習支援などの取組み

も増えています。 

さらに、「子育て支援の強化充実に向けた政策フレーム」の柱の 1つに「子どもの貧

困の連鎖を断つ」取組みを位置づけ、小学生までの段階での「子どもの居場所づく

り」、中学生の段階での「学習の支援」、高等学校入学後の「修学の支援」などの切れ目

のない支援を進めています。 

地域住民が主体的に実施する支援が広がりをみせているため、行政機関内での連携強

化はもとより、各種支援を行っている民間団体等との連携をしていくことが必要です。 

［基本目標４３ページ、施策の方向・事業は８４ページ～］ 

  

振り返り 

現状と課題 


